
 

◎ 生活者主権の会・運営細則  (1995年７月９日制定→最終改定 2021年５月 29日） 

１項（会費）年会費（７月から翌年６月まで）は、一口千円とし、一口以上納付する。 

      ただし、１月から６月までの入会者については、その年の７月の会費納付を免除する。 

２項（代表選挙）代表選挙の方法は、総会前に運営会議で協議する。 

３項（会計監査人選任）会計監査人の選任は、総会前に運営会議で協議する。 

４項（会議開催方法）本会各会議の開催方法は以下の通りとする。 

  １．責任者が構成員を招集して会議を開催し、議長をつとめる。 

  ２．責任者が構成員宛の書面（電子メールを含む）によって会議を開催する。 

３．責任者が構成員に通知して、オンラインで会議を開催する。 

５項（会議議決方法）本会会議が、運営細則４項の１及び３に定められる方法で開催された場合、議決方法は

以下の通りとする。 

  １．運営会議は、構成員の２分の１以上、総会においては、会員の１０分の１以上が、出席しなければ開く

ことができない。 

      ただし、書面等をもって他の出席者に委任した者についてはこれを出席者とみなす。 

  ２．各会議の議事は有効投票数の過半数（本会会則の改廃、及び本会解散の決議を除く）をもって決し、可

否同数のときは責任者（議長）の決するところに従う。 

      前記有効投票とは、可否いずれかが判明する票とし、代表選挙においては候補者が明記された票とする。 

      なお、委任状については氏名の明記された代理者（議長となった者を含む）が議決を行使する。 

  ３．代表選挙においては不在者投票をすることができる。 

６項（会議議決方法）本会会議が、運営細則４項の２に定められる方法で開催された場合、議決方法は以下の

１による。 

      ただし、予めその会議において議決した場合には、以下の２も採用できる。 

  １．（正式投票）各会議の責任者は、投票期間、および議事を明示したうえで、書面（電子メールを含む）

による投票開始宣言を行い、有効投票数の過半数の賛成をもって決する。 

     責任者の票を加えても、投票期間中に過半数に達しない議事は廃案となる。 

     投票期間は、１週間以上、１カ月以内とする。 

  ２．（簡易承認投票）各会議の責任者は、投票期間、および承認案件を明示したうえで、書面（電子メール

を含む）による承認議事開始宣言を行う。 

     投票期間中に反対投票がなければ、承認案件成立とする。 

     投票期間は、１週間以上、１カ月以内とする。 

    二  各会議の責任者は、運営細則６項の２による簡易承認投票によって承認された案件を、運営細則４項

の１の方法によって開催される次の会議に報告しなければならない。 

    三  運営細則６項の２による簡易承認投票を採用している会議の構成員は、１週間以上に渡って書面（電

子メールを含む）による連絡が、途絶えると予想される場合においては、会議の責任者に通信途絶の

届けを出すことができる。 

        通信途絶の届けの提出者が、構成員の３分の１を越えている期間中は、簡易承認投票を行うことはで

きない。 

７項（委員会）委員会の設置、改廃、及び委員長・副委員長の選任は、運営会議で協議する。 

      なお、会報編集委員会の委員の選任も、運営会議の協議事項とする。 

８項（相談役）本会に、相談役を置くことができる。 

  １．相談役は代表の要請により適宜助言を行うことができる。 

  ２．相談役は、代表が選任し、運営会議に報告する。 

９項（選挙候補者の推薦）選挙候補者推薦に関する規定として「選挙候補者推薦手続き細則」及び「選挙候補

者推薦基準」を別途定める。 

 


